
地方拠点法に係る施策スキーム図

文部科学大臣､
基本方針の作成(主務大臣)

1その他関係行政機関の長 ※協議

関 係 市 町 村
地方拠点都市地域の指定協議

(都道府県知事)
関係行政機関の長 主務大臣

協議 協議※１

基本計画の作成
都 道 府 県 知 事 立地の適正化への配 主

(市町村が共同して作成) 慮同意
務

大通知

産業業務施設の移転
臣

認定関係行政機関の長 計画の作成(事業者)
<計画事項>

※
2① 地域の整備方針

② 拠点地区の区域及び実施すべき事業 産業業務拠点の整備

③ 公共施設の整備

④ 住宅及び住宅地の供給等居住環境の整備

⑤ 人材育成、地域間交流､教養文化活動等

⑥ その他

(支援措置)

○ 公共事業の重点実施 ○ 都市計画上の特例

○ 地方単独施策の推進 ○ 地方行財政上の特例

○ 卸売市場法･公社等の特例 ○ 電気通信の高度化への配慮

○ 税制･金融上の措置 ○ 農地法等による処分についての配慮等

※ 総務大臣､農林水産大臣､経済産業大臣及び国土交通大臣1

※ 経済産業大臣及び当該産業業務施設の事業所管大臣2


